


















































に取り組んでおり、2011 年 11 月時点で、県内には 5 万 2 千人から 8 万人の「買い物弱者」が存在
し、日常の買い物に困難を感じる広義の「買い物弱者」は、高齢者の 4 割に当たる 19 万 3 千人か




















































































































店法（1956 年）や中小企業団体法（1957 年）、小売商業調整特別措置法（1959 年）、商店街振興組
合法（1962 年）など政府も積極的に零細小売業をはじめとする自営業者に対する保護や規制を次々




































































大きい飲食料品小売業の商店数・販売額・売り場面積それぞれの 1968 年から 2007 年までの推移（売






















































































































































 高齢者にとって、食生活は重要な意味を持つ。全国の高齢者における平均的な 1 日 1 人あたりの





















が 2010 年 9 月に 65 歳以上の県民 6 千人を対象に行った調査でも、魚介類や肉、野菜など 10 の食



















































                   単位：円 
  22 年度 23 年度 24 年度 
総売上 667,850 658,620 313,560 
同平均売上 37,103 28,636 24,120 
仕入 495,199 508,850 213,130 
平均仕入 27,511 22,124 16,395 
客単価 702 609 492 
総粗利益 172,651 149,770 100,430 
平均粗利益 9,592 6,512 7,725 
顧客数（人） 951 1,081 637 
平均顧客数（人） 53 47 49 
実施日数（日） 18 23 13 
契約農家（軒） 13 5 5 











































































 男性 女性 性別不明 合計 
田川地区 31 44 2 77 
城北地区 10 27 0 37 
その他 1 12 1 14 
合計 42 83 3 128 
 
・年齢 
1 65歳未満 23 18.5% 
2 65～69歳 25 20.2% 
3 70～74歳 19 15.3% 
4 75歳以上 57 46.0% 
  合計 124 100.0% 
  回答なし 4   
 
・同居家族 
1 単身 30 24.6% 
2 夫婦のみ 47 38.5% 
3 2世代 36 29.5% 
4 3世代で同居 5 4.1% 
5 その他（複数で同居） 4 3.3% 
  合計 122 100.0% 








日常的な買い物は、全体の 7 割弱が、生鮮 3 品が揃う、「スーパーとドラッグストアー」（以下ス
ーパーと表記）及び「総合スーパー」、「百貨店」33)で買い物をしている。日常的な買い物は、週に
1～2 回（5 割）、週 3～4 回（3 割）と全体の 8 割が毎週行っている。百貨店以外は毎週利用してい
る人が半分以上を占めており、日常的な買い物は毎週数回行っている。 
日常的に必要なものを買う店について、全体の 4 割が「車でいく市内」、3 割が「歩いて行くこと
ができる近隣」、2 割が「自転車で行くことができる範囲」と答えている。買い物に不便を感じてい
る人は、車を使って買い物に行く率が高く、近くで買い物が出来ない傾向にある。500m 以内に店







あるいは「自転車」を使っている人がそれぞれ 5 割弱となっている。百貨店へは、全体の 4 割の人
が自分で運転し、徒歩の人は 2 割弱にとどまり、バスやタクシーなどを使ってでも買い物に行く傾
向にある。ただし、バス停までの距離は、約 5 割が 5 分以内にあり、徒歩圏内（10 分以内）にある











百貨店がそれぞれ約 2 割となっている。一番近い食料品店を 2 日以上利用している人は、全体の半
分である。また、近隣の店について、約 3 割が週 1 回程度の利用と答えており、殆ど行かないとし













① 「 買い物不便者」と「買い物困難者」 
買い物実態調査の結果から、対象地域において、買い物支援ニーズは現状で大きいとは言えない。
500m 以内に店がなく、自分も家族も自動車を運転できない、買い物に著しく困難をきたしている








り、かつ 500m 以内に食料品を買う店がない「不便者」は、全体の 2 割弱で、その約半分が自分も
家族も自動車を運転しない「困難者」である。さらに、「困難者」の 9 割、「不便者」の約 7 割が 75

















「困難者」の 4 割が 1 回で 5000 円以上の買い物をしており、買い物の機会が少ないことで、1 回
で多くを買っていると考えられる。 
②  買い物におけるスーパーと総合スーパーの役割 
買い物を考える上で、スーパー及び総合スーパーは重要な存在である。品目別の購入先について
みると、生鮮食料品とその他の食料品は、総合スーパーを半数以上の人が利用している。特に生鮮









購入する傾向にある。例えば、500m 以内に店がある人の 5 割がスーパーで生鮮食品の買い物をし






















理由としており、さらに 3 割強が重いものが持てないことをあげている。500m 以内に店がない人
の 1 割強が、身体的理由で買い物に行けないことを上げている一方で、500m 以内に店がある人の
ほうが、店までの距離や重いものがもてないことを理由として多く上げている。 
したがって、店までの距離は、買い物を不便に感じたり、困ったりする大きな要因であることは
間違いない。例えば、買い物に不便を感じている人の 6 割が、500m 以内に食料品店がなく、逆に
不便を感じていない人の 6 割強が 500m 以内に食料品店がある。500m 以内に店がないと答えた人






る場合には 7 人中 5 人が買物に不便を感じている。したがって、食料品店までの距離は買物に対す
る不満を生じさせる大きな要因であると考えられる。 
距離が遠い事がさらに買い物の頻度を少なくさせる傾向にある。一番近い食料品店を 2 日以上利
用している人は全体の 5 割であるが、買い物を不便と感じている人が一番近い食料品店を 2 日以上








あげているが、店までの距離を困ったこととしてあげている人は、500m 以内に店のない人が 4 割
であるのに対して、店がある人はその半分以下となっている。また、買い物に不便に感じている人
















人が多いことが分かる。500m 以内に店のない人は、移動が不便なことを 4 割が理由としているが、
































































販売で 1 日分の売り上げになり収益性もある。 
市内各地で野菜を販売する民間企業 e-プロジェクトの事業についても、主催者及び販売者へのヒ
アリングを実施した。買い物支援問題が顕在化し、地元から要望がある地域において野菜の販売を










販売車による巡回販売を実施している。毎週 1 回の開催で、各箇所 1 時間滞在し、6 名のスタッフ
















































































































































































































る人の 4 分の 1 が買い物に不便を感じているのに対して、参加していない人の 4 割強が不便を感じ
ており、地域とのつながりがある人の方が買い物に不便を感じない傾向がある。また、公民館や福
祉ひろばに行く人は全体の 8 割強を占めている。公民館や福祉ひろばに行く人では、買い物に不便
を感じるのが 4 分の 1 であるのに対して、行かない人ではその倍で、地域とのつながりと買物の不
便さの認識は相関関係があると推測される。 
また、平成 23 年度に行なった野菜の行商に関する聞き取り調査（12 月 7～16 日に対面で実施）
でも、回答した常連客 16 名の内、行商を利用する一番の目的として「学生の活動の支援」と答え





































































































































44)「最寄品」について、売上の 6割を占める第一次商圏は、おおむね徒歩 10 分以内で週一回の利用、同じく売り上
げの 3 割を占める第二次商圏は、500m から 1km 以内で、おおむね徒歩で 15 分以内か自転車で 10 分以内で、月




分から 1 時間としている。（市原実「商圏と売上高予測」同友館,1995,pp.3-13） 
45)田中直人「福祉のまちづくりのデザイン」学芸出版社,1996, pp.94~95 
46)前掲、小川, 2011, pp117-123 
47)前掲、長野県商工労働部,2011,p.28 
48)前掲、小川, 2011, pp.171-P172  
49)前掲、岩間,2011,p.8 
50)中島恵理「英国の持続可能な地域づくり」学芸出版社,2005,pp.151-154 
51)前掲、中島,2005,pp.15-33 
52)前掲、岩間,2011,pp.1-7 
